
2018年日中関係についてのアンケート 
－アンケート集計結果－ 



調査概要

■調査地域 全国

■調査方法 インターネット調査

■調査対象 日本在住の20歳以上の民間企業に正規雇用されていて、かつ係長以上の役職の方

■サンプリング 日経リサーチおよび提携調査会社のインターネット・パネルより抽出

■回答者数 3,008s

■調査実施期間 2018年7月27日(金)～2018年8月7日(火)

■調査研究主体 富士山会合ヤング・フォーラム 日中関係研究チーム

■調査委託機関 株式会社 日経リサーチ



 Q1.市場としての中国が今後の日本経済にとって持つ意味をひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

必要不可欠な市場であり 

今後も重要性は 

変わらないか、 

増していく 

38.1% 

必要不可欠な市場だが 

他の新興市場も 

成長するので 

重要性は減っていく 

39.9% 

必要不可欠ではないが 

今後も重要性は 

変わらないか、 

増していく 

12.2% 

必要不可欠ではなく 

重要性も減っていく 

9.8% 



 Q2.生産拠点としての中国が今後の日本経済にとって持つ意味をひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

日本にとって 

必要不可欠な 

生産拠点であり続ける 
18.8% 

今までは必要不可欠な 

生産拠点だったが、 

今後はそうともいえない 
65.2% 

今までは必要不可欠 

ではなかったが、 

今後は必要不可欠になる 
5.4% 

今までも今後も 

必要不可欠な 

生産拠点ではない 
10.6% 



 Q3.日本は、中国に対して競争力を維持できると思いますか。10年後をひとつのメドとして、製造業の競争力・サービス業のノウハウにおける
 競争力・イノベーション面での競争力について、以下からあなたの考えに一番近いものをひとつ選んでください。（それぞれひとつだけ）
【製造業の競争力】

全体 （回答者数：３００８）

幅広い業種にわたり 

日本が優勢 

11.2% 

業種によって優劣は 

異なるが、 

全体として日本が優勢 
34.6% 業種によって優劣は 

異なるが、 

全体として日本が劣勢 
43.3% 

幅広い業種にわたり 

日本が劣勢 

10.8% 



 Q3.日本は、中国に対して競争力を維持できると思いますか。10年後をひとつのメドとして、製造業の競争力・サービス業のノウハウにおける
 競争力・イノベーション面での競争力について、以下からあなたの考えに一番近いものをひとつ選んでください。（それぞれひつだけ）
【サービス業（金融、流通、情報通信、医療介護、物流、外食など）のノウハウにおける競争力】

全体 （回答者数：３００８）

幅広い業種にわたり 

日本が優勢 

25.3% 

業種によって優劣は 

異なるが、 

全体として日本が優勢 
48.9% 

業種によって優劣は 

異なるが、 

全体として日本が劣勢 
20.8% 

幅広い業種にわたり 

日本が劣勢 

5.0% 



 Q3.日本は、中国に対して競争力を維持できると思いますか。10年後をひとつのメドとして、製造業の競争力・サービス業のノウハウにおける
 競争力・イノベーション面での競争力について、以下からあなたの考えに一番近いものをひとつ選んでください。（それぞれひとつだけ）
【イノベーション面(製造業・サービス業)での競争力】

全体 （回答者数：３００８）

幅広い業種にわたり 

日本が優勢 

17.1% 

業種によって優劣は 

異なるが、 

全体として日本が優勢 
41.1% 

業種によって優劣は 

異なるが、 

全体として日本が劣勢 
34.0% 

幅広い業種にわたり 

日本が劣勢 

7.9% 



 Q4.10年後の中国経済をどう予想しますか。最も可能性が高いと考えるものをひとつ選んでください。（ひとつだけ）
※　中国の実質成長率は、2013年が7.8％、2014年が7.3％、2015年が6.9％、2016年が6.7％、2017年が6.9％です。（出所：中国国家統計局）

全体 （回答者数：３００８）

7-8％程度の 

高成長を実現している 

4.9% 

5-6％程度の 

安定成長で 

推移している 
31.6% 

経済の大きな混乱はない 

ものの、2-3％程度の 

低成長に移行している 
44.0% 

経済の大きな混乱が起き、 

マイナス成長の 

可能性もありうる 
19.4% 



 Q6.中国で事業を行う際に、最もリスクであると考えるものと、次にリスクであると考えるものをひとつずつ選んでください。（それぞれひとつだけ）
【最もリスクであるもの】

全体 （回答者数：３００８）

政治リスク 

81.4% 

マクロ経済リスク 

13.7% 

コマーシャルリスク 

3.9% 

その他 

1.0% 



 Q6.中国で事業を行う際に、最もリスクであると考えるものと、次にリスクであると考えるものをひとつずつ選んでください。（それぞれひとつだけ）
【次にリスクであるもの】

全体 （回答者数：３００８）

政治リスク 

12.3% 

マクロ経済リスク 

61.8% 

コマーシャルリスク 

23.4% 

その他 

2.4% 



 Q6SQ1.【最もリスクであるもの】または【次にリスクであるもの】で「政治リスク」を選んだ方にお聞きします。「政治リスク」のうち最も警戒するのは次のうちのどれですか。
 ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

　　　　　　　全体 （回答者数：２８２１）

日中関係の悪化に伴う 

日本企業や 

日本製品の排斥 
31.5% 

対日関係以外の 

中国の外交政策に 

起因する対外摩擦の激化 
31.7% 

地方政府などからの 

事業への不当な干渉や 

恣意的な制度運営 
15.2% 

共産党支配の動揺に 

伴う暴動発生など 

社会情勢の不安定化 
20.6% 

その他 

1.0% 



 Q6SQ2.【最もリスクであるもの】または【次にリスクであるもの】で「マクロ経済リスク」を選んだ方にお聞きします。「マクロ経済リスク」のうち最も警戒するのは
 次のうちのどれですか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

　　　　　　　　全体 （回答者数：２２７１）

過剰設備の調整や地方政府 

の不良債権問題の表面化、 

さらにバブル経済の崩壊な

ど 

による経済成長の急低下 

51.2% 

雇用・労働問題の 

一層の顕在化 

19.2% 

マクロ経済政策の 

突然の変更 

15.6% 

人民元相場の 

上昇などの為替リスク 

13.6% 

その他 

0.4% 



 Q6SQ3.【最もリスクであるもの】または【次にリスクであるもの】で「コマーシャルリスク」を選んだ方にお聞きします。「コマーシャルリスク」のうち最も警戒するのは
 次のうちのどれですか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：８２１）

信頼できる 

ビジネスパートナー 

や優秀で信頼できる 

人材の確保が難しいこと 

27.9% 

売掛金の回収などが 

難しいこと 

13.3% 

企業秘密の流出や 

知的財産の侵害 

47.6% 

PM2.5など環境汚染に 

代表される社会的な 

コスト上昇 
10.5% 

その他 

0.7% 



 Q8B.一国の指導者としての習近平国家主席に通信簿をつけるとしたら、あなたはどのように評価しますか。（点数が高いほど高評価）（ひとつだけ）

平均 ： 2.56点

全体 （回答者数：３００８）

1点 

16.9% 

2点 

28.6% 
3点 

37.9% 

4点 

14.7% 

5点 

1.9% 



 Q7.習近平政権の対日政策を、政治的、経済的にどのように評価しますか。一番近いと思うものをひとつ選んでください。（それぞれひとつだけ）
【政治的側面】

　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　全体 （回答者数：３００８）

融和的なスタンスを 

とっている計 

23.7% 

強硬で対決的なスタンスを 

とっている計 

76.3% 



 Q7.習近平政権の対日政策を、政治的、経済的にどのように評価しますか。一番近いと思うものをひとつ選んでください。（それぞれひとつだけ）
【経済的側面】

　　　　　　　　　　　　　　　　           　全体 （回答者数：３００８）

融和的なスタンスを 

とっている計 

39.5% 

強硬で対決的なスタンスを 

とっている計 

60.5% 



 Q8.習近平体制で共産党による一党独裁体制はどう推移すると思いますか。一番可能性が高いと思うものをひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

安定的に推移する 

19.6% 

不安定化するが 

共産党政権は続く 

53.7% 

共産党の 

一党独裁体制が 

維持できなくなる 
19.8% 

わからない 

7.0% 



 Q9.中国が民主化するとしたらいつごろになると思いますか。一番可能性が高いと思うものをひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

10年以内 

12.9% 

10年－20年後 

27.9% 

20年－50年後 

21.6% 

50年たっても 

民主化しない 

37.6% 



 Q10.中国は今後、外交・経済の国際秩序を尊重しルールを守る国になると思いますか。一番可能性が高いと思うものをひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

平和維持のための 

外交ルールと 

市場経済ルールの 

双方を守る 

8.4% 

外交ルールは守るが 

市場経済ルールは 

守らない 
18.8% 

外交ルールは守らないが 

市場経済ルールは守る 
17.3% 

外交ルールも 

市場経済ルールも 

守らない 
55.5% 



 Q12.尖閣諸島の帰属に関する政策でよいと思うものをひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

恒久的施設を作ったり 

公務員を常駐させたりして 

日本の支配を明確に示す 
48.4% 

施設建設などは避け、 

現状維持を図る 

37.2% 

日中共同所有・ 

共同管理などを 

目指す 
11.6% 

中国の支配を許容する 

1.6% 

その他 

1.1% 



 Q13.尖閣諸島問題での中国の攻勢に対して日本政府がとるべきだと思う対応をひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

中国が軍を投入しない場合 

も含めて自衛隊を 

尖閣周辺に配備して 

日本の主権を守る 

37.9% 

中国が軍を投入した場合は自衛隊を 

派遣して対抗するが、軍の投入が 

ない場合は日本も自衛隊の投入は 

控える。ただ、その場合も中国側 

との物理的衝突の可能性を排除 

せず、海上保安庁が日本の主権 

を守るため現状より強力な措置をとる 

41.2% 

中国による軍の投入の有無に 

かかわらず、海上保安庁が 

対応する 
12.4% 

尖閣諸島の主権に固執せず 

物理的衝突の回避を最優先し、 

中国側の攻勢に対して 

平和外交に努める 

7.5% 

その他 
1.0% 



 Q14.日中間で政治的緊張が高まるリスクを念頭に置いた場合、日本企業は対中ビジネスをどのように進めるのがよいと思いますか。ひとつ選んでください。
（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

中国事業の 

拡大・発展を 

あくまで目指す 
12.4% 

現状維持に努める 

43.0% 

縮小する 

30.7% 

撤退する 

14.0% 



 Q14B.中国が南シナ海の島々で基地建設を進めていますが、日本はこのような状況にどのように対応すべきだと思いますか。 ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

日本は特にかかわりを 

持たず、静観すべきだ 

7.8% 

日本はあくまでも国際法や 

国連海洋法条約などに 

基づいて外交面での 

抗議だけを行えばよい 

30.6% 

日本は外交面での抗議だけでなく、 

南シナ海に面した国々の 

コーストガード（アメリカの沿岸警備隊 

や日本の海上保安庁に相当）の装備 

や人的資源の向上に寄与すべき 

だが、海上保安庁や自衛隊が直接 

かかわることは控えるべきだ 

29.8% 

日本は外交面での抗議、南シナ海に面した国々への

支援のほか、海上保安庁の艦船の派遣などを行うが、

自衛隊を派遣すべきではない 
14.6% 

日本は外交面での抗議、南シナ海に面した国々への

支援、海上保安庁の艦船の派遣のほか、自衛隊も派

遣すべきだ 
17.3% 



 Q16.中国の脅威と日本の防衛力のありかたについてどのように考えていますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

中国は脅威であり 

日本の防衛力を 

強化すべき 
50.2% 

中国は脅威だが 

日本の防衛力は 

現状程度で十分 
40.1% 

中国は脅威ではなく 

日本の防衛力は 

現状程度でよい 
7.7% 

中国は脅威ではなく 

日本の防衛力も 

縮小すべき 
2.0% 



 Q17.日本の対中政策を考えた場合、米国との同盟関係をどのようにしたらよいと思いますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

日本は米国との 

同盟関係を 

より強化すべき 
18.3% 

日本は米国との同盟関係 

を維持・強化しつつ、 

他のアジア・太平洋地域の 

国々との協力関係を 

強化すべき 

59.7% 

米国に頼らず自主的な 

防衛力を強化すべき 

11.9% 

日米同盟や自主防衛力は 

現状維持にとどめる 

7.4% 

米国依存を減らし中国との

関係強化を積極的に図る 

2.0% 

その他 

0.6% 



 Q17B.あなたは2030年代の世界秩序とその主導者をどのように見ていますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

世界秩序は、アメリカに 

代わって中国が 

その主導者になる 
5.5% 

世界秩序は、 

引き続きアメリカが 

主導している 
46.9% 

世界秩序は、米中2カ国が 

せめぎ合いながら 

複数の大国・地域国家 

連合が主導している 

46.5% 

世界秩序は、米中以外の 

主体が主導するように 

なる 
1.1% 



 Q17C.あなたは2030年代の東アジア地域の秩序をどのように見ていますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

東アジアの 

地域秩序は、 

中国が主導する 
20.6% 

東アジアの地域秩序は、 

アメリカが日本などの 

同盟国とともに主導する 
35.8% 

東アジアの地域秩序は、 

ASEANを中心に多国間 

協調の下に形成される 
37.5% 

東アジアの地域秩序は、 

米中ASEAN以外の 

主体が主導している 
3.5% 

東アジア地域は、 

混沌状態に陥る 

2.5% 



 Q18.安倍首相は2013年12月26日を最後に靖国神社の参拝を控えていますが、閣僚(首相を含む）の靖国参拝についての
あなたの考えをひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

公的参拝 

してもよい 

31.4% 

私的参拝なら 

参拝してよい 

29.5% 

参拝すべきでない 

26.4% 

どちらでもよい 

12.8% 



 Q22.中国との貿易関係について、どのような政策を支持しますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

広範で高い水準の 

自由貿易協定である 

「TPP11」に中国を 

招き入れるべきだ 

18.7% 

自由貿易の徹底度合いが 

高くない「RCEP＊」や 

「日中韓FTA＊」などの、 

中国を含む地域経済協力 

枠組みの実現を急ぐべきだ 

24.7% 低いレベルでもよいから 

日中二国間協定をまず結

び、 

さらに高い次元の自由貿易 

実現に向けた交渉を続ける 

22.2% 

中国との貿易自由化の 

程度は現状水準でよい 

34.4% 

＊注記: 「RCEP（東アジア地域包括的経済連携）」は

ASEAN10カ国と日中韓、インド、オーストラリア、ニュー

ジーランドの計16カ国が交渉に参加しており、実現すれば

人口で世界の約半分、GDPや貿易額で3割前後を占め

る巨大自由貿易圏になる。参加国数の多さや発展度合

いの違いもあって2013年5月の交渉開始から長く停滞し

ていたが、今年7月1日に開かれた閣僚会合では年内の

合意に向けて交渉を加速する方針で一致した。 

「日中韓FTA（自由貿易協定）」は、日本にとって主要

な貿易相手国である中国、韓国とのFTAで、2013年3

月に交渉を始めた。実現すればGDPおよび貿易額は世

界全体の約2割、アジアの約7割を占める。意見の隔たり

はなお大きいものの、3カ国はRCEP交渉にも参加してお

り、これを上回る水準の自由化を目指している。 



 Q22A.近年、中国政府は「一帯一路」と呼ばれる構想を提起しています。あなたはどのような構想だと理解していますか。
 以下の中から最も近いものをひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

インフラ建設を 

中心とする、 

中国の経済的な 

プロジェクトである 

23.1% 

国際的な地位向上を 

目指す活動を 

中心とする、 

中国の外交的な 

プロジェクトである 
29.7% 

民間人や留学生の 

交流を中心とする、 

中国の文化的な 

プロジェクトである 

6.9% 

基地や港湾の建設を 

中心とする、 

中国の軍事的な 

プロジェクトである 

20.1% 

構想の名称は 

聞いたことがあるが、 

わからない 
9.0% 

まったく知らない 

11.2% 



 Q22B.中国主導で発足したアジアインフラ投資銀行「AIIB」について、日本はどのように対応するべきだと思いますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

なるべく早く 

加盟国になるべき 

7.5% 

当面は様子見しつつ、 

オブザーバーなどとして 

参加し、適切な時期が 

来れば加盟国になる 

43.6% 

加盟する必要はない 

48.0% 

その他 

0.9% 



 Q23.第2次安倍政権の中国に対する外交政策と日中関係の現状をどのように評価しますか。最も適当と思うものをひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

強硬で対決的であり、 

日中関係は悪化した 

16.3% 

強硬で対決的だが、 

日中関係はむしろ改善した 

30.9% 融和的な姿勢を 

とっているが、 

日中関係は悪化した 
34.3% 

融和的な 

姿勢をとり、 

日中関係は改善した 
11.1% 

その他 

7.4% 



 Q25.中国と台湾の関係について今後どのようになると考えられますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

統一へ向けての 

動きが進行する 
9.6% 

台湾独立へ向けての 

動きが進行する 

29.9% 
基本的に 

現状維持である 

56.5% 

これらのいずれでもない 

3.9% 



 Q26.日本にとって中台関係がどのようになることが望ましいと考えられますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

中台が統一すること 

3.6% 

台湾が独立すること 

57.8% 

現状維持であること 

35.1% 

これらのいずれでもない 

3.6% 



 Q27.台湾との今後の関係について、日本はどのような姿勢をとるべきだと思いますか。ひとつ選んでください。（ひとつだけ）

全体 （回答者数：３００８）

台湾との経済・文化関係だ

け 

でなく、軍事・安全保障面 

での協力も強化すべき 

である 

47.0% 

台湾との経済・文化関係は 

強化するが、軍事・安全 

保障面での協力は縮小、 

あるいは行わない方がよい 

43.5% 

台湾との経済・文化関係は 

縮小するが、軍事・安全 

保障面での協力は 

強化すべきである 

6.5% 

台湾との関係は、経済・文化 

関係を縮小し、軍事・安全 

保障面の協力は縮小、 

あるいは行わない 

2.9% 


